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６練企財第 150 号 

令和６年８月 日 

 

 様 

 

副 区 長     

森 田 泰 子 

宮 下 泰 昌 

 

令和７年度予算編成に関する基本方針（依命通達） 

 

 我が国の経済は、物価上昇が賃金上昇を上回り、消費は力強さを欠いている状況

にある。今後は、景気の緩やかな回復が続くなかで、賃金上昇が物価上昇を上回っ

ていくことが期待されるものの、海外経済の下振れによるリスクや為替相場の変

動に伴う影響には留意する必要がある。東京やニューヨーク等の株式市場の動向

も予断を許さない。 

国の財政は、少子高齢化・人口減少により経済活力が弱まり、国際競争力が低下

するなかで、国と地方を合わせた債務残高は既にＧＤＰの２倍を超え、政策選択の

幅が狭められている。日銀が金利を引き上げ、国債買い入れの減額を決定するな

ど、金融政策の正常化に向けた動きが見られるものの、未だ先行きは不透明な状況

である。 

練馬区の財政も、依然として予断を許さない状況が続いている。特別区財政調整

交付金などの歳入は、現時点では増加傾向にあるものの、税制本来の趣旨を逸脱

し、地方自治の根幹を破壊するふるさと納税制度により、来年度の特別区民税の減

収額は約 55 億円に拡大する見込みである。 

歳出は、区の判断で抑制・削減が困難な義務的経費が予算の５割以上を占めるな

ど、区財政の自由度は低いものとなっている。また、老朽化した区立施設が一斉に

更新時期を迎え、改修・改築に多額の経費を要することは確実である。災害対策や

遅れている都市インフラの整備等にも着実に取り組まなければならない。 

令和７年度当初予算では、歳入増を上回る歳出拡大により、約 300 億円の歳入

一般財源が不足する見込みである。不足を補うために基金や起債の活用を続けれ

ば、基金は数年で底をつき、起債残高が大幅に増加する可能性がある。 

厳しい財政状況のなかにあっても、練馬区の目指す将来像の実現に向けて、本年

３月に策定した「第３次みどりの風吹くまちビジョン」に掲げた施策等を着実に推

進する必要がある。そのためには、不要不急の歳出削減や各種施策の不断の見直し

等に取り組み、限りある財源を効果的・効率的に活用して、将来に渡って持続可能

な財政運営を堅持していかなければならない。 
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そこで、令和７年度予算編成にあたっては、 
 

（１）「第３次みどりの風吹くまちビジョン」および「公共施設等総合管理計画」

に掲げた施策の推進を最優先とし、実施に向けた最適な手法を検討・精査した

上で、必要な予算を計上すること。 
 

（２）国や都の施策を注視し、特に新たな事業が開始される場合には、区としての

対応策を検討・精査した上で、必要な予算を計上すること。 
 

（３）財源に限りがあるなかで、上記に掲げた施策・事業等を着実に実行するため

に、改めて既存事業の見直しを徹底し歳出削減に取り組むとともに、新たな歳

入確保に努めること。 
 

とする。ついては、下記事項に留意し、編成に取り組まれたい。 

この旨、命により通達する。 
 

記 
 
１ 歳出については、物価上昇および賃金上昇の影響等を考慮した上で、所要額・

財源・費用対効果を十分に精査し、真に必要な経費のみ計上すること。 

各部への枠配分予算額は、物価上昇および賃金上昇に伴う経費の増加分につ

いてあらかじめ加算している。企画部と協議した配分額の範囲内で、新たな行政

需要等にも対応できるよう、スクラップアンドビルドを徹底すること。 

 

２ 歳入については、以下により確保に努めること。 
 

（１）税および保険料等は、引き続き収納率の向上と滞納額の縮減を図ること。 
 

（２）負担の公平性の観点から、受益者負担の適正化を図ること。 
 

（３）国や都の補助金等は遺漏なく確保するとともに、補助金等が削減・廃止され

る場合は、あわせて事業の縮小・廃止を検討すること。 
 

（４）各部等の創意工夫により寄付制度の活用や区有財産の更なる有効活用等、自

主財源の一層の確保に取り組むこと。特にガバメントクラウドファンディン

グを活用して実施する事業については、魅力ある事業内容を十分に検討し、寄

付目標額を達成できるよう努めること。 

 

３ 令和５年度決算において多額の不用額が生じた事業や多額の減額補正を行っ

た事業については、予算積算方法や執行方法を必ず見直すこと。また、必要性が

低下した事業の縮小・廃止に不断に取り組むこと。 
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６練企財第１５１号 

令和６年８月 日 

 

各部（室・局）長 様  

企画部長 佐古田 充宏  

令和７年度予算編成事務処理方針について 

令和７年度予算編成にあたっては、令和６年８月７付け「令和７年度予算編成に関する基本方

針（依命通達）」を踏まえ、下記の事項に留意して編成願います。 

 
記 

 
［１］枠配分予算について 

１ 厳しい財政状況のなかにあっても、練馬区の目指す将来像の実現に向けて、必要な施策を着実

に推進するためには、不要不急の歳出削減や各種施策の不断の見直し等に取り組み、限りある

財源を効果的・効率的に活用し、将来に渡って持続可能な財政運営を堅持して行かなければな

らない。これにはまず、実施主体である各部等が自ら責任を持って、あらゆる角度から施策、

事務事業を見直し、限られた財源のなかで創意工夫しながら予算編成に当たる必要がある。こ

のため、Ａ経費は枠配分方式により実施する。 

 

２ 枠配分予算額は、令和７年度財政フレームで見込まれる一般財源から、ＢＣ経費の財源を留保

した残りの額を原資とする。その上で、各部等との基礎数値の調整により決定した一般財源を

配分する。各部等の配分額は、別紙２のとおりである。 

 

３ 令和７年度の枠配分予算額については、物価上昇および賃金上昇に伴う経費の増加分についてあら

かじめ加算している。各部等は配分額の範囲内で、新たな行政需要等にも対応できるよう、スクラ

ップアンドビルドを徹底すること。 

 

４ 見直した事業のうち主なものについては、「令和７年度当初予算Ａ経費編成報告書」へ記載する

こと。 

 

５ 各部等は、枠配分方式の趣旨を踏まえ、前年度の決算分析や必要経費の精査を徹底して、減額あ

るいは増額すべき事業を見極め、部内各課の既存事業費にとらわれることなく部全体で柔軟に対

応し、枠配分額の範囲内において適切に予算を編成すること。 

 

 
［２］歳出について 

１ 全ての事業について、意義、実績、費用対効果、実施体制等を精査点検し、事業の存

廃を含めた抜本的な見直しを行った上で、真に必要な経費のみ見積もること。 

「第３次みどりの風吹くまちビジョン」および「公共施設等総合管理計画」に掲げる

事業の着実な実施を可能とする見積としつつも、事業量・事業費等の精査を行うこと。 
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２ 前年度において執行率が低かった経費や減額補正を行った経費については、必ず事業の見直し

を行い、経費の精査を行うこと。流用を行った経費については、必ず理由を確認し、実情に即

した修正を行う等、積算の適正化を図ること。 

 

３ 施設の改修改築経費については、以下の点に留意すること。 

・ 公共施設等総合管理計画およびその実施計画を踏まえ、企画課・施設管理課等と十分

に協議し、施工内容等を把握した上で、設計段階から経費の精査に努めること。特に、施

設の外観、内装、設備、植栽等の周辺機能のグレードおよび整備内容については、その後の

維持管理費を含めた長期的な視点をもって検討し、コスト削減に取り組むこと。 

・ 予算要求額と起工額に大きな乖離が生じている事例が見受けられる。該当事例の乖離の要因

を分析し、予算要求すること。さらに、経費が大きく変動する要素の把握に努めるとともに、

過去の類似施設の実績等を分析した上で見積もること。 

・ 複合施設においては、経費やスケジュールについて関係部署間で調整を図った上で、いわゆ

る「大家」となる所管課が、責任を持って、全体的な経費の把握や進行管理を行うこと。 

・ 森林環境税・森林環境譲与税の趣旨を踏まえ、学校改築などにおいて国産木材の使用に努め

ること。 

・ 労働基準法の改正や資材価格高騰などの影響により、入札不調や工期遅延となる工事等が増

加していることを踏まえ、財政課・施設管理課等と協議の上、予算化の前倒しなどの必要な

対策を検討し、着実な実施に努めること。 

 

４ 施設の管理運営費については、前例にとらわれることなく新たな視点をもって、事業の執行方

法、管理運営方法および委託内容の規模・積算単価等の見直しを図り、経費の削減に努めるこ

と。住民団体（運営委員会等）への管理運営委託についても、委託内容等を精査し適切に見積

もること。 

 なお、指定管理者制度適用施設の経費については、「指定管理者制度の適用に係る基本方針」およ

びその運用細目に基づき適切に見積もること。 

 
５ 補助金については、「補助金の点検・検証チェックリスト」に基づき、社会情勢や区民ニーズ

の変化に応じた点検・検証を実施し、見積りに適切に反映すること。 

 

６ 情報システム関連経費については、「令和７年度（令和６年度審査）情報化企画書の提出につい

て」（令和６年５月２日付け６練企情第327号）を踏まえ、適切に見積もること。予算化にあたっ

ては、事前に情報化企画審査の「可」決定を受けていることが前提となるので、注意すること。 

 

７ ２か年度以上にわたる支出負担行為を要する事業については、全体経費および執行計画を精査

の上、債務負担行為を併せて見積もること。 

 

８ 近年、物価や労務費が上昇していることから、長期にわたり見積額が据え置かれている案件等

は、事業者からヒアリングする等、適切な価格で発注できるよう見積もること。なお、見積に

あたっては経理用地課から別途通知される「契約事務に係る予算積算上の留意事項等について」

を確認すること。 
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［３］歳入について 

１ 歳入予算については、年度内に見込み得る額を漏らさず見積もるとともに、未収金の縮減や

収納率の向上に最大限努めること。 

 

２ 国庫および都支出金等については、制度の新設、変更、整理統合、補助率の見直し等の動向

を注視し、より一層積極的な活用を図り、財源の確保に努めること。また、国・都補助事業等

の廃止・縮小が明らかな場合は、原則として事業の廃止・縮小を前提として検討し、一般財源

の増加とならないよう見直すこと。 

 

３ 使用料および手数料については、実績を考慮し、漏れのないように見積もること。手数料に

ついて、国や都との関係において改定が予定されているものについては、改定後の金額に基づ

いて見積もること。 

 

４ 適切な受益者負担の導入や、印刷物の有償頒布の拡大、広告料、未利用地の暫定的なコイン

パーキング化、行政財産の貸付および使用許可による自動販売機の設置等、自主財源の一層の

拡充に取り組み、その歳入を見積もること。 

 

５ 自主財源の拡充に向け、特に、寄付制度の活用については、積極的に検討すること。 

新規事業の企画立案の際には必ず、財源の確保および事業推進への区民参加を進めるため

に、創意工夫を図ること。既存事業においても同様に、あらためて活用の可能性を検討するこ

と。特に、ガバメントクラウドファンディングを活用して実施する事業については、魅力ある

事業内容を十分に検討し、寄付目標額を達成できるよう努めること。 

 
［４］留意事項 

１ 経費は、Ａ経費、Ｂ経費およびＣ経費に区分して見積もること。経費の区分に疑義のある場

合は、財政課と事前調整を行うこと。 

 

２ 職員人件費については、超過勤務の縮減に取り組み、見積りに反映させること。詳細につい

ては、別途通知する「令和７年度予算編成に係る給与関係費の見積りについて」に基づいて見

積もること。 

 

３ 積算根拠とする下見積りは、原則として複数事業者から取り、内訳を精査したうえで予算見

積書に添付すること。また、Ｃ経費事業については、図面や地図等の補足資料を見積書に添付

すること。Ａ経費、Ｂ経費についても新規事業または既定事業における新規項目については同

様に補足資料を添付すること。なお、Ａ経費、Ｂ経費で計上している事業の一部をＣ経費で計

上する場合は、各経費の金額が確認できる見積りを添付すること。 

 

４ アクションプランに掲載されている事業で、令和７年度予算を見積もる事業は、アクション

プラン個別調書を作成すること。 

 

５ 編成にあたっては、別紙１～４の説明資料を参照すること。 

なお、各種様式はグループウェア共有文書に掲載のものを利用すること。 

別紙１ 令和７年度予算編成における経費区分について

別紙２ 令和７年度一般財源各部等配分額 

別紙３ 令和７年度節別留意事項および見積り・積算基準について

別紙４ 様式および提出書類 
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［５］提出期限および提出部数 

１ Ａ経費 令和６年 10 月４日（金） 

⑴ 予算査定書（内報書不可・片面印刷） 

⑵ 令和７年度当初予算Ａ経費編成報告書 

⑶ 補助金の点検・検証結果一覧（令和７年度当初予算編成） 

⑷ 補助金の点検・検証チェックリスト（令和７年度当初予算編成）

 

 

データのみ

データのみ

データのみ

データのみ

２ Ｂ経費、Ｃ経費 令和６年 10 月11日（金）  

 ⑴ 予算見積書（片面印刷） ３部

 ⑵ 款別ＢＣ経費一覧 （指定様式） ３部

 ⑶ 調書等（指定様式・該当する書式を提出）  

 ① アクションプラン個別調書（Ａ経費関連事業を含む） ３部

 ② 令和７年度ＢＣ経費個別調書 ２部

 ③ 工事・設計委託予算見積調書（総括表） ２部

 ④ 工事・設計委託予算見積調書（個別調書） ２部

 ⑤ 会計年度任用職員予算積算調書 ２部

 ⑥ 債務負担行為関係資料 ２部

 ⑷ その他補足資料（様式なし・調書等の補足として提出） 各２部

 

※1  調書等は区長査定等に使用するため様式を指定する。予算要求にあたっては、指定

様式での提出を必須とし、独自様式による資料は添付資料とすること。 

※2  Ｂ経費および特別会計に計上される予算のうち、区独自に制度の改廃、拡充等を行

うものは、独自様式によらず、ＢＣ経費個別調書を使用すること。疑義がある場合は、

財政課と事前協議すること。 

※3  上記のほか、令和７年度当初予算における重点施策等に位置付けられる事業につい

ては、別途、区長査定用プレゼンテーション資料を作成すること。詳細は該当事業を

所管する各部等へ個別に連絡する。 

 

３ 職員人件費見積書 令和６年 11 月15 日（金） 

予算見積書 ２部 
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水 庁議・編成方針決定

木 各部等庶務担当課長会・係長会

木 予算事務説明会

職員人件費見積り依頼

金 Ａ経費査定書　財政課提出期限【厳守】

金 Ｂ経費、Ｃ経費見積書　財政課提出期限【厳守】

金 職員人件費見積書提出期限【厳守】

副区長査定、政策経営会議（区長査定）

予算内報、予算最終調整

予算案内部決定

庁議・予算案決定、予算案議会内示会、プレス発表

令和７年第一回練馬区議会定例会

予算案議決

令和７年度当初予算編成予定表

年 月 日 編　　成　　内　　容　　等

R6 8 7

8 8

8 8

10 中旬

10 4

10 11

11 15

12 上旬～

12 中旬～

12 下旬

R7 1 下旬

2 上旬

3 中旬

各部等において、見積書作成・ヒアリング・査定および
調整など。

※財務会計システムの要求／査定の切り替えは、
財政課へ連絡。

財政課によるＡ経費ヒアリング

財政課によるＢ、Ｃ経費ヒアリング
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令和７年度予算編成における経費区分について 

 

Ａ経費（枠内経費） 

 B 経費、C 経費以外の経費 

 

 

B 経費（枠外経費） 

１ 義務的経費 

 

(1) 人件費 

諸手当、共済費を含む。 

○ 一般職 、職員（再任用含む） 

○ 特別職 

・ 長等（区長、副区長、教育長、常勤の監査委員） 

・ 議員 

・ 行政委員会委員等（教育委員会、選挙管理委員会、監査委員（常勤除く）） 

 

(2) 公債費 

 元利償還金のほか、手数料を含む 

 

(3) 扶助費 

  19 節（扶助費）のうち、国庫支出金または都支出金があるもの 

 

２ 固定的経費 

 各部の裁量では如何ともしがたく、節減、改善等の工夫の余地がない経費。債務負担

行為、義務的分担金負担金 

 

(1) 債務負担行為 

  債務負担行為として、予算措置済みの事業費 

 

(2) 義務的分担金負担金 

 特別区人事・厚生事務組合、東京二十三区清掃一部事務組合、東京都職員共済組合・

議員共済組合への分担金負担金など 1,000 万円以上の事業 

 

３ 隔年に支出せざるを得ない経費 

 選挙執行費、「わたしの便利帳」作成費など、一件 500 万円以上の事業 

  ※新規で B 経費に計上する場合は事前に財政課と協議すること。 

 

４ 特別会計および繰出金 

 特別会計および特別会計へ繰出す繰出金。 

 

 

 

 

別紙１ 
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Ｃ経費（政策的・枠外経費） 

 

１ 政策的な経費 

 

(1)重要な新規・レベルアップ事業 

区民サービスの向上に資する重要な新規・充実事業の経費 

 

(2)臨時的・政策的に対応する経費 

  議会からの要望等で、政策的判断を要する事業等の経費 

 

２ 一定規模以上の施設改修 

 １件 500 万円以上の施設改修。公園改修、道路（交通安全施設）、自転車駐車場 

含む。 

 

３ 電算システム開発・改修経費 

 機器類の賃借料を含む１件 500 万円以上の開発・改修経費 

 

４ 積立金 

 

５ 諸支出金 

 

「参考」 経費区分イメージ 

              予 算 総 額 

 

A 経費 B 経費 C 経費 

一般財源 特定財源 一般財源 特定財源 一般財源 特定財源

 

        ここを各部等へ配分 
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物価上昇・賃金上昇に伴う経費の増加分については、あらかじめ加算している。

なお、加算額については、以下の割合を乗じて算出した。

　・旅費・交際費・需用費・役務費・委託料・使用料及び賃借料・原材料費

　　備品購入費…５％

　・工事請負費…６％

（単位：千円）

1 65,378 3,030 68,408

2 242,918 11,639 254,557

3 35,957 1,799 37,756

4 269,250 11,830 281,080

5 653,647 29,594 683,241

6 13,684 925 14,609

7 6,369 302 6,671

8 4,055 194 4,249

9 582,271 65,042 647,313

10 284,800 13,534 298,334

11 2,945,548 151,043 3,096,591

12 4,200,661 209,466 4,410,127

13 1,307,320 65,668 1,372,988

14 1,247,507 60,514 1,308,021

15 223,959 33,362 257,321

16 3,199,776 287,825 3,487,601

17 11,536,084 566,730 12,102,814

18 10,086,241 611,506 10,697,747

36,905,425 2,124,003 39,029,428合　　　計

健康部

環境部

都市整備部

土木部

教育振興部

こども家庭部

選挙管理委員会

監査事務局

区民部

産業経済部

地域文化部

福祉部

議会事務局

区長室

企画部

危機管理室

総務部

会計管理室

　

令和７年度 一般財源各部等配分額（Ａ経費）

№ 各部等
配 分 額

（ 調 整 前 ）
物価・賃金上昇

加算額
配 分 額

（ 調 整 後 ）

別紙 ２
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